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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第３四半期
連結累計期間

第５期

会計期間
自 2023年９月１日
至 2024年５月31日

自 2022年９月１日
至 2023年８月31日

売上高 (千円) 1,050,290 703,605

経常利益 (千円) 429,332 234,638

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益

(千円) 283,542 163,356

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 283,542 163,356

純資産額 (千円) 967,828 716,235

総資産額 (千円) 1,485,128 1,010,252

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 82.86 47.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 65.1 70.7

回次
第６期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2024年３月１日
至 2024年５月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 41.74

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第５期の売上高には、免税事業者に該当する連結子会社に限り、税込方式を採用しており、消費税等が含ま

れております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2023年９月１日から2024年５月31日まで）におけるわが国経済は、一部に足踏み

が見られつつも、企業収益や雇用情勢を中心として緩やかな回復を継続しました。また、地政学的リスクによる

原材料価格の高騰や円安による輸入物価の値上がりなどに伴う消費者物価の上昇、世界的な金融引き締めの動き

など、先行きの景気動向には不透明感が存在しております。

当社グループの事業ドメインであるＣＲＥ（Corporate Real Estate＝企業不動産）市場は、民間企業が保有す

る不動産総額として約524兆円（国土交通省「2018年法人土地・建物基本調査」による）の規模があり、そのうち

当社の主要顧客となる上場企業が保有する不動産総額は108兆円（2022年時点の上場企業開示資料に基づき当社に

て集計）及び一定規模以上の固定資産を有する非上場企業が保有する不動産総額は約49兆円（東京商工リサーチ

提供のデータ（2022年時点）などによる）と膨大なストックを有しております。本市場は、急激な円安や物価高

などの外部環境による影響を受ける市場であり、また、東京証券取引所による株価純資産倍率（PBR）が低迷して

いる企業に対し、改善に向けた取組みや進捗状況の開示を求めるなどの動きから、資本効率向上を目的とした改

善施策として複数の企業で不動産売却等の事例が見られます。今後も企業のＣＲＥ戦略への意識が拡大していく

とともに、ＣＲＥ活動は活発化し、市場として更に進展していく可能性があります。一般財団法人日本不動産研

究所が実施したＣＲＥ戦略の必要性に対するアンケート調査（2010年及び2023年に実施）によると、調査対象の

事業法人のうちＣＲＥ戦略の必要性を感じていると回答した法人の割合が、2010年の調査時点では約52％であっ

たのに対し、2023年の調査時点では約88％に上昇していることから、企業経営におけるＣＲＥ戦略の重要性は

年々増加している状況であると考えております。

当社グループとしては、この膨大な市場に対し、長年のＣＲＥに関する経験、ノウハウ及び蓄積したデータを

基に、ＡＩを活用したテックツールを自社にて開発・活用し、あらゆる業務フローやソリューション手法のＤＸ

化を推進することで、効率的かつ収益性の高いビジネスを展開しております。

このような事業環境下において、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,050,290千円、営業利益は

430,677千円、経常利益は429,332千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は283,542千円となりました。

② 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,485,128千円となり、前連結会計年度末比で474,876千円の増

加となりました。これは、現金及び預金が382,594千円、営業投資有価証券が49,000千円減少した一方で、販売用

不動産が715,644千円、土地が121,997千円それぞれ増加したことなどによるものであります。

負債は517,300千円となり、前連結会計年度末比で223,283千円の増加となりました。これは、未払金が31,452

千円、契約負債が8,592千円減少した一方で、短期借入金が170,000千円増加したことなどによるものでありま

す。

純資産は967,828千円となり、前連結会計年度末比で251,592千円の増加となりました。これは、親会社株主に

帰属する四半期純利益の計上283,542千円、配当金の支払額34,200千円などによるものであります。
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

（注）2024年８月６日開催の臨時株主総会決議により、2024年８月６日付で定款の変更を行い、発行可能株式総数が

6,150,000株減少し、13,850,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
( 2024年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

( 2024年10月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,463,637 3,463,637 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

計 3,463,637 3,463,637 ― ―

（注）2024年８月６日開催の臨時株主総会決議により、2024年８月６日付で1単元を100株とする単元株制度を採用して

おります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年３月１日～

2024年５月31日
－ 3,463,637 － 200,000 － 200,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 40,637
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式3,423,000 3,423,000
１「株式等の状況」（1）「株式の
総数等」②「発行済株式」に記載の
とおりであります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,463,637 ― ―

総株主の議決権 ― 3,423,000 ―

② 【自己株式等】

2024年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

ククレブ・アドバイザーズ
株式会社

東京都千代田区内神田一丁
目14番８号 ＫＡＮＤＡＳ
ＱＵＡＲＥＧＡＴＥ

40,637 － 40,637 1.17

計 ― 40,637 － 40,637 1.17
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2024年３月１日から2024年５月31日まで)及び第３四半期連結累計

期間(2023年９月１日から2024年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、ESネクスト有限責任監査法人に

よる四半期レビューを受けております。

３ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 617,700 235,105

売掛金 5,303 12,616

営業投資有価証券 50,000 1,000

販売用不動産 － 715,644

前払費用 23,207 28,285

その他 3,693 3,859

流動資産合計 699,905 996,511

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 111,908 146,161

土地 7,278 129,275

その他（純額） 9,214 6,573

有形固定資産合計 128,401 282,010

無形固定資産 27,166 34,961

投資その他の資産

投資有価証券 50,000 50,000

敷金 41,950 73,039

保険積立金 20,590 26,306

繰延税金資産 41,104 21,183

その他 1,133 1,115

投資その他の資産合計 154,778 171,644

固定資産合計 310,346 488,617

資産合計 1,010,252 1,485,128
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,846 7,161

短期借入金 50,000 220,000

未払金 69,091 37,638

契約負債 87,837 79,245

未払法人税等 76,118 121,435

賞与引当金 － 2,657

その他 6,053 7,625

流動負債合計 290,947 475,763

固定負債

その他 3,069 41,536

固定負債合計 3,069 41,536

負債合計 294,016 517,300

純資産の部

株主資本

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 201,000 201,600

利益剰余金 337,504 586,846

自己株式 △24,000 △22,350

株主資本合計 714,504 966,096

新株予約権 1,731 1,731

純資産合計 716,235 967,828

負債純資産合計 1,010,252 1,485,128
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年５月31日)

売上高 1,050,290

売上原価 326,457

売上総利益 723,833

販売費及び一般管理費 293,155

営業利益 430,677

営業外収益

受取利息 2

為替差益 59

消費税等差額 1,085

その他 13

営業外収益合計 1,161

営業外費用

支払利息 2,507

営業外費用合計 2,507

経常利益 429,332

特別利益

固定資産売却益 1,805

受取保険金 27,495

特別利益合計 29,300

特別損失

固定資産圧縮損 16,939

特別損失合計 16,939

税金等調整前四半期純利益 441,693

法人税、住民税及び事業税 138,229

法人税等調整額 19,921

法人税等合計 158,150

四半期純利益 283,542

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 283,542
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年５月31日)

四半期純利益 283,542

四半期包括利益 283,542

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 283,542

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当社においては、資金調達の安定性を高めるため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2023年８月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年５月31日）

当座貸越極度額の総額 150,000千円 150,000千円

借入実行残高 50,000千円 50,000千円

差引額 100,000千円 100,000千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年５月31日)

減価償却費 17,326千円

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2023年９月１日 至 2024年５月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月24日
定時株主総会

普通株式 34,200 10.00 2023年８月31日 2023年11月27日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。



― 14 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ＣＲＥソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間(自 2023年９月１日 至 2024年５月31日)

（単位：千円）

ＣＲＥソリューション
ビジネス

不動産テックビジネス 合計

顧客との契約から生じる収益 752,883 115,012 867,896

その他の収益 182,394 － 182,394

外部顧客への売上高 935,278 115,012 1,050,290

(注) 「その他の収益」は企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益及び企業会計基準第

13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等です。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年５月31日)

１株当たり四半期純利益 82円86銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 283,542

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 283,542

普通株式の期中平均株式数(株) 3,422,015

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。



独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年10月16日

ククレブ・ア ドバイザーズ株式会社

取締 役 会 御 中

ESネクス ト有限責任監査法人

東京都千代田区

指定有限責任社員 いエ会計オ
業 務 執 行 社 員

指定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士

監査人の結論

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第6項 の規定に基づ

き、「経理の状況」に掲げられているククレブ・アドバイザーズ株式会社の2023年 9月1 日か ら

2024年8月31日までの連結会計年度の第 3四半期連結会計期間 (2024年3月1 日か ら2024年

5月31日まで)及び第3四半期連結累計期間 (2023年 9月1 日か ら2024年5月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、 四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国に

おいて一般に公正妥当と認 められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、 ククレブ・

アドバイザーズ株式会社及び連結子会社の2024隼5月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第 3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信 じさせ る事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認 められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期

連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。 当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、 ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。 当監査法人は、結論の表明の基

礎となる証拠を入手したと判断 している。



四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認 められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。 これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経 営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結

財務諸表を作成することが適切であるか どうか を評価し、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書に

おいて独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認 められる四半期レビューの基準に従って、

四半期レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し

て以下を実施する。

主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我 が国において一

般に公正妥当と認 められる監査の基準に準拠 して実施され る年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせ るような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められると判断した場合には、入 手した証拠に基づき、四半期

連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認 められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信 じさせ る事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継 続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半

期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況

により、企 業は継続企業として存続できなくな る可能性がある。

四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認 められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠 していないと信 じさせ る事項が認められないか

どうか とともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信 じ

させ る事項が認められないかどうか を評価する。

四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に

関する証拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、

監督及び実施に関して責任がある。 監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監 査役及び監査役会に対して、計 画した四半期レビューの範囲とその実施時期、

四半期レビュー上の重要な発見事項について報告を行 う。

監査人は、監査役及び監査役会に対 して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、

及び阻害要因を除去するための対応策を講 じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にま

で軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行 う。



利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記 載すべき利害関係はない。

以  上
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